
区域区分（市街化区域と市街化調整区域との区分） 都市計画法第７条 

○無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図るため、都市計画区域を区分 

○三大都市圏や政令市等の大都市の都市計画区域では、線引きは必須 

都市計画区域 

市街化調整区域 
市街化を抑制すべき区域 

市街化区域 
既に市街地を形成している区域 及び 

おおむね10年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域 
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区域区分（線引き制度）について 



昭和４３年 新都市計画法施行に伴い、線引き制度導入 

  → 三大都市圏等の都市において、市街化区域を設定 ＝ 市街化区域内農地の発生 

   → 市街化区域は「おおむね１０年以内に優先的かつ計画的に市街化すべき区域」    

      市街化区域内農地については農業委員会への届け出のみで転用自由 

昭和４６、４８年 税制改正により、市街化区域内農地の宅地並課税導入 

昭和４９年 旧生産緑地制度創設（一般農地並の税制措置） 

  → 地方自治体ごとに独自の課税減額措置等 ～ 生産緑地の指定進まず 

     （Ｓ５１：第一種生産緑地 314.8ha、第二種生産緑地 287.4ha） 

昭和５０年 相続税納税猶予制度（相続後２０年間営農を条件に相続税免除） 

昭和５７年 長期営農継続農地制度（一定期間の営農を条件に宅地並課税を免除） 

昭和６３年  「総合土地対策要綱」（閣議決定）  

   → 大都市地域の市街化区域内農地は、都市計画において宅地化するものと保全するものを区分 

   → 保全すべき農地は生産緑地地区に指定 長期営農継続制度、相続税納税猶予制度の見直し 

平成３年  「総合土地政策推進要綱」（閣議決定） 

   →  三大都市圏の特定市の市街化区域内農地は、都市計画において宅地化するものと保全するものを区分 

   →   保全する農地は生産緑地地区に指定 

平成３年  生産緑地法改正 

市街化区域内農地の経緯 
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 第１条（目的） 

 農林漁業との調整を図りつつ、良好な都市環境の形成に資することを目的とする 

 第３条（生産緑地地区の都市計画） 
 〈指定要件〉 

      ① 公害等の防止、農林漁業と調和した都市環境の保全等良好な生活環境の確保に相当の効果があり、かつ公共施設等の敷地と
して適していること 

  ② 500㎡以上の規模の区域であること 
  ③ 用水等、農林漁業の継続が可能な条件を備えていること 

 ・ 指定にあたっては、農地所有者等の同意を得なければならない 

 第７条（生産緑地の管理） 
 生産緑地の使用・収益権を有する者は、生産緑地を農地等として管理しなければならない（必要な助言、土地交換の斡旋その他の援

助を市町村長に求めることができる） 

 第８条（行為の制限） 
 生産緑地地区内では、① 建築物その他の工作物の新築、改築、増築、② 宅地の造成、土石の採取その他土地の形質の変更、③ 水

面の埋め立て又は干拓は、市町村長の許可がなければしてはならない 
 市町村長は、農林漁業を営むために必要な行為で生活環境の悪化をもたらすおそれが無いと認めるものに限り、許可をすることがで

きる 

 第１０～１３条（生産緑地の買取り等） 
 ① 生産緑地地区の都市計画決定後30年経過したとき、又は② 農林漁業の主たる従事者の死亡等の場合、市町村長に生産緑地を

買い取るよう申し出ることができる（特別の事情等がない限り、市町村長は時価で買い取るものとする／申し出後一ヶ月以内に買い取
る又は買い取らない旨を書面で回答／生産緑地を買い取らない場合、農林漁業に従事することを希望する者へのあっせんに努めな
ければならない） 

 第１４条（行為制限の解除） 
 買取りの申し出から３ヶ月以内に所有権の移転が行われなかった場合、当該生産緑地には行為の制限等は適用されない 
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生産緑地地区制度の概要（生産緑地法） 
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市街化区域内農地の状況（東京都三鷹市） 



三大都市圏特定市の 

市街化区域内農地 

宅地化農地 

（生産緑地以外） 
保全農地 

（生産緑地） 

一般市町村の 

市街化区域内農地 

市街化区域外の 

農地 

（都市計画区域内） 

（参考） 
都市計画区域外 

の農地 

特になし 

 

３０年間 

建築制限 

特になし 

 
市街化調整区域内は

開発抑制 

農地転用は原則自由（届出制） 
※農業振興施策の大半は対象外 

農地転用は原則不自由（許可制） 
一定の場合、賃貸借可能 

宅地並み評価 

宅地並み課税 

宅地並み評価 

農地に準じた課税 

農地評価 

農地課税 

農地評価 

農地課税 

 

納税猶予なし 

 

納税猶予あり 

終身営農で免除 

 

納税猶予あり 

２０年営農で免除 

 

納税猶予あり 
※農業経営基盤強化促進法に基づく貸借の場合、農

地利用の終身継続を条件に納税猶予を適用 

終身営農で免除（Ｈ２１改正前は２０年） 

区 分 

都市計画制限 

（都市計画法） 

農地転用の 

制限（農地法） 

固定資産税の 

課税 

相続税の 

納税猶予 

厳しい建築制限 

に応じ、ほぼ 

農地と同等の 

課税措置 

宅地と同等の制限 

に応じ、ほぼ 

宅地と同等の 

課税措置 

転用制限（許可制）に応じて 

評価、固定資産税を課税 

相続税を納税猶予 

－ 

 

※ 「特定市」とは 
 ① 都の特別区の区域  ② 首都圏、近畿圏又は中部圏内にある政令指定都市 
 ③ ②以外の市でその区域の全部又は一部が三大都市圏の既成市街地、 近郊整備地帯等の区域内にあるもの 
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（参考）農地における行為制限と課税の関係 



都市緑地法に基づき市町村が策定する法定計画                                  
緑の目標や配置方針、具体的な都市緑化や都市公園の整備等の方針を位置づけるマスタープラン 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別緑地保全地区制度 

緑地保全地域制度 

市民緑地制度 

歴史的風土特別保存地区制度 

生産緑地地区制度 

都市に残る        
貴重なみどりを保全 

等 

緑地の保全 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緑化地域制度 

緑化施設整備計画認定制度 

緑地協定制度 

市民緑地制度(人工地盤型) 

公共公益施設等の緑化  
民有地の緑化を推進 

等 

緑化の推進 

 緑の基本計画 

緑の基本計画に基づき、多様な事業手法・制度により都市における緑の総合的な保全・整備を推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市公園事業 

市街地等において     
新たな緑の拠点を創造 

等 

都市公園の整備 

風致地区制度 
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都市の緑に関する施策の体系 
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・都市公園の整備、緑地の保全、 

 緑化の推進の総合的計画として 

 市区町村が策定。 

・都市計画の整開保に即して定めら 

 れる市町村MPと適合して策定。 

・公聴会の開催などにより、住民の 

 意見の反映が義務付け。 

●藤沢市緑の基本計画 

・全国６４８市区町村で策定済み  

（Ｈ22年度末現在） 

・策定率は人口５０万人以上 

 の都市で１００％、 

 １０万人以上の都市で９０％ 
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緑の基本計画制度 



特別緑地保全地区制度 
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○指定状況（H22年度末現在） 
 419地区、 2,369ｈａ 

 （近郊緑地特別保全地区を除く） 

・都市において自然的環境を形成している緑地を市町村（面積が10ha以上かつ２以上の市  
 町村の区域にわたるものは都道府県）が都市計画に定め、開発行為等を許可制 により規 
 制し、現状凍結的に保全 
・開発行為等が不許可の場合に土地の利用に著しく支障をきたす場合、土地所有者の申 
  し出により、行政等が買入れ 

○国庫補助  土地の買入れ（１／３）及び保全利用施設の整備（１／２） 
          （社会資本整備総合交付金） 
○税制措置  固定資産税が最高１／２の評価減（管理協定を締結すれば非課税） 
          相続税が山林・原野については８割評価減（管理協定と併用すればさらに 
          ２割評価減） 
         地方公共団体等が土地を買い入れる場合、譲渡所得税2000万円控除等 

熱田神宮緑地保全地区（名古屋市） 狛江弁財天緑地保全地区（東京都狛江市） 小沢城址緑地保全地区（川崎市） 

緑地の保全 
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